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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。  

  

回次 
第114期 

第２四半期 
連結累計期間 

第115期 
第２四半期 
連結累計期間 

第114期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年９月31日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年９月30日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (百万円) 13,949 12,844  30,523 

経常利益 (百万円) 601 464  1,492 

親会社株主に帰属する 
四半期(当期)純利益 

(百万円) 391 347  944 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 356 325  808 

純資産額 (百万円) 11,691 12,240  12,045 

総資産額 (百万円) 28,067 27,002  28,486 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 34.19 30.44  82.58 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) － － － 

自己資本比率 (％) 41.7 45.3  42.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 49 3,102  82 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 51 △753  81 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △759 △1,651  △478 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 2,715 3,755  3,059 
 

回次 
第114期 

第２四半期 
連結会計期間 

第115期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自  平成27年７月１日
至  平成27年９月30日

自  平成28年７月１日 
至  平成28年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 30.14 19.42  
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

(１) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、海外景気の不透明感が一層強まるなか、これらの影響を受け

ながらも、各種政策の効果などにより、企業収益、設備投資、雇用、個人消費は総じて底堅く、景気は緩やかな回

復基調が続いている状況となりました。 

このような経済環境のもとで当社グループは、営業活動の積極的な展開と経営効率の向上を図るように努めまし

たが、売上高は128億44百万円となり、前年同四半期と比べ11億５百万円(△7.9%)の減収となりました。 

営業利益は売上高の減少に伴い４億33百万円となり、前年同四半期と比べ１億29百万円(△23.0%)の減益となり

ました。 

経常利益は営業利益の減益により４億64百万円となり、前年同四半期と比べ１億37百万円(△22.9%)の減益とな

りました。 

親会社株主に帰属する四半期純利益は３億47百万円となり、前年同四半期と比べ43百万円(△11.2%)の減益とな

りました。 

当第２四半期連結累計期間におけるセグメント別の状況は、次のとおりです。 

資源・金属素材関連では、資源価格の底入れ感はあるものの、低位安定が続いたことから、関連部門の売上高は

44億８百万円となり、前年同四半期と比べ７億85百万円(△15.1%)の減収となりました。セグメント営業利益は資

源が厳しい状況が続き67百万円(前年同期は１億３百万円の利益)の損失となりました。 

産機・建機関連では、民間企業向け主力ポンプ部品販売及び建機商品のシールド掘進機は、前年同四半期が高い

実績であったことから、関連部門の売上高は28億53百万円となり、前年同四半期と比べ５億33百万円(△15.8%)の

減収となりました。セグメント営業利益は４億52百万円となり、前年同四半期と比べ１億78百万円(△28.3%)の減

益となりました。 

環境設備関連では、環境商品及び水砕設備とも堅調であったことから、関連部門の売上高は７億39百万円とな

り、前年同四半期と比べ１億84百万円(33.2%)の増収となりました。セグメント営業利益は１億23百万円となり、

前年同四半期と比べ51百万円(71.7%)の増益となりました。 

プラント・設備工事関連では、受注工事が予定工期に完工したことなどから、関連部門の売上高は15億23百万円

となり、前年同四半期と比べ１億17百万円(8.4%)の増収となりました。セグメント営業利益は１億57百万円とな

り、前年同四半期と比べ17百万円(12.7%)の増益となりました。 

化成品関連では、自動車向けの電線等の商品が安定的に推移したものの、原油価格の低下が売上高に影響したこ

となどから、関連部門の売上高は32億30百万円となり、前年同四半期と比べ88百万円(△2.7%)の減収となりまし

た。セグメント営業利益は租税公課の減少などから55百万円となり、前年同四半期と比べ26百万円(89.1%)の増益

となりました。 

不動産賃貸関連では、賃料等の見直しなどから、関連部門の売上高は１億50百万円となり、前年同四半期と比べ

１百万円(0.7%)の増収となりました。セグメント営業利益は62百万円となり、前年同四半期と比べ27百万円

(78.8%)の増益となりました。 
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(２) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は270億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億84百万円の減少と

なりました。 

資産 

流動資産は161億58百万円となり、前連結会計年度末に比べ20億94百万円の減少となりました。 

これは主に、現金及び預金６億96百万円の増加等がありましたが、受取手形及び売掛金18億５百万円、商品及び

製品８億43百万円の減少等によるものです。 

固定資産は108億44百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億10百万円の増加となりました。 

これは主に、投資有価証券６億30百万円の増加等によるものです。 

負債 

流動負債は83億２百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億１百万円の減少となりました。 

これは主に、短期借入金16億50百万円の減少等によるものです。 

固定負債は64億59百万円となり、前連結会計年度末に比べ77百万円の減少となりました。 

これは主に、長期借入金94百万円の増加等がありましたが、社債89百万円、繰延税金負債50百万円の減少等によ

るものです。 

純資産 

純資産は122億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億95百万円の増加となりました。 

これは主に、利益剰余金２億61百万円の増加等によるものです。 

  

(３) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)の残高は37億55百万円となり、

前年同四半期に比べ10億40百万円の増加となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動により発生した資金は31億２百万円の増加となりました。(前年同四半期は49百万円の増加) 

これは主に、仕入債務の減少３億95百万円、法人税等の支払額３億35百万円の資金の減少等がありましたが、売

上債権の減少23億55百万円、たな卸資産の減少３億74百万円、税金等調整前四半期純利益４億63百万円、未成工事

受入金の増加４億47百万円の資金の増加等によるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動により発生した資金は７億53百万円の減少となりました。(前年同四半期は51百万円の増加） 

これは主に、関係会社株式の取得６億59百万円の資金の減少等によるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動により発生した資金は16億51百万円の減少となりました。(前年同四半期は７億59百万円の減少) 

これは主に、短期借入金及び長期借入金の返済13億３百万円(純額)、社債の償還２億37百万円の資金の減少等に

よるものです。 

  

(４) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(５) 研究開発活動 

記載事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(１) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(２) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(３) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(４) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(５) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 49,600,000 

計 49,600,000 
 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成28年11月11日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 12,400,000 12,400,000 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

単元株式数は100株 
であります。 

計 12,400,000 12,400,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年７月１日～ 
平成28年９月30日 

― 12,400,000 ― 1,854 ― 1,612 
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(６) 【大株主の状況】 

平成28年９月30日現在 

(注) １．大平洋機工株式会社（平成28年９月30日現在当社が45.5％株式を保有）が保有している上記株式について

は、会社法第308条第１項および会社法施行規則第67条第１項の規定により議決権を有しておりません。 

２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有する株式のうち、49千株は当社が導入した役

員向け株式交付信託が所有する株式であります。なお、当該株式は四半期連結財務諸表において自己株式と

して計上しております。 

３．上記のほか当社保有の自己株式890千株（保有割合7.2％）があります。 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

大平洋金属株式会社  東京都千代田区大手町１丁目６番１号  1,040 8.4 

MSIP CLIENT SECURITIES 
(常任代理人  モルガン・スタンレー 
MUFG証券株式会社)  

25 CABOT SQUARE, CANARYWHARF, LONDON  E14 
4QA, U. K. 
(東京都千代田区大手町１丁目９番７号大手町
フィナンシャルシティ サウスタワー)  720 5.8 

日本トラスティ・サービス信託銀行 
株式会社(信託口)  

東京都中央区晴海１丁目８番11号  412 3.3 

アトラス コプコ コンストラクショ
ン ツールズ エイビー  
(常任代理人  大和証券株式会社)  

SE-10523 Stockholm Sweden 
  
(東京都千代田区丸の内１丁目９番１号)  

400 3.2 

日本生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内１丁目６番６号  370 3.0 

損害保険ジャパン日本興亜株式会社  東京都新宿区西新宿１丁目26番１号  370 3.0 

東京海上日動火災保険株式会社  東京都千代田区丸の内１丁目２番１号  360 2.9 

クニミネ工業株式会社  東京都千代田区岩本町１丁目10番５号  290 2.3 

株式会社みずほ銀行 
(常任代理人  資産管理サービス信託
銀行株式会社)  

東京都千代田区大手町１丁目５番５号 

(東京都中央区晴海１丁目８番12号晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟)  

260 2.1 

大平洋機工株式会社  千葉県習志野市東習志野７丁目５番２号  207 1.7 

計 ― 4,429 35.7 
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(７) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式49,100株（議決

権491個）が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成28年９月30日現在 

(注) 上記の自己名義所有株式数には、役員向け株式交付信託保有の当社株式数(49,100株)を含めておりません。 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成28年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(相互保有株式) 
普通株式   207,000 

― ― 

(自己保有株式) 
普通株式    890,100 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  11,298,500 112,985 ― 

単元未満株式 4,400 ― １単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 12,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 112,985 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(相互保有株式) 
大平洋機工株式会社 

千葉県習志野市東習志野 
７丁目５番２号 

207,000 ― 207,000 1.7 

(自己保有株式) 
当社 

東京都中央区日本橋蛎殻町
１丁目11番５号 

890,100 ― 890,100 7.2 

計 ― 1,097,100 ― 1,097,100 8.8 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。  
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(１) 【四半期連結貸借対照表】 

  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 3,059 3,755 

    受取手形及び売掛金 ※  8,213 ※  6,407 

    完成工事未収入金 1,073 524 

    商品及び製品 4,003 3,159 

    未成工事支出金 1,571 2,042 

    原材料及び貯蔵品 7 5 

    繰延税金資産 162 164 

    その他 170 104 

    貸倒引当金 △7 △5 

    流動資産合計 18,253 16,158 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物 4,358 4,366 

        減価償却累計額 △2,207 △2,270 

        建物及び構築物（純額） 2,151 2,095 

      機械装置及び運搬具 321 317 

        減価償却累計額 △290 △289 

        機械装置及び運搬具（純額） 31 27 

      土地 5,470 5,470 

      建設仮勘定 － 74 

      その他 1,571 1,576 

        減価償却累計額 △1,505 △1,519 

        その他（純額） 66 56 

      有形固定資産合計 7,718 7,724 

    無形固定資産     

      のれん 25 12 

      その他 76 56 

      無形固定資産合計 102 69 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 1,676 2,306 

      繰延税金資産 28 36 

      保険積立金 494 509 

      その他 227 210 

      貸倒引当金 △13 △13 

      投資その他の資産合計 2,412 3,049 

    固定資産合計 10,233 10,844 

  資産合計 28,486 27,002 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成28年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 3,877 3,567 

    工事未払金 321 236 

    短期借入金 2,930 1,280 

    1年内返済予定の長期借入金 1,192 1,444 

    1年内償還予定の社債 534 386 

    未払法人税等 348 162 

    賞与引当金 193 212 

    その他 507 1,013 

    流動負債合計 9,904 8,302 

  固定負債     

    社債 169 80 

    長期借入金 5,444 5,539 

    繰延税金負債 483 433 

    退職給付に係る負債 247 229 

    その他 192 176 

    固定負債合計 6,537 6,459 

  負債合計 16,441 14,761 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,854 1,854 

    資本剰余金 1,644 1,644 

    利益剰余金 8,720 8,982 

    自己株式 △281 △313 

    株主資本合計 11,937 12,167 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 105 76 

    繰延ヘッジ損益 1 △2 

    その他の包括利益累計額合計 107 73 

  純資産合計 12,045 12,240 

負債純資産合計 28,486 27,002 
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(２) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高 13,949 12,844 

売上原価 11,452 10,537 

売上総利益 2,497 2,307 

販売費及び一般管理費 ※  1,934 ※  1,874 

営業利益 562 433 

営業外収益     

  受取利息 0 0 

  受取配当金 19 18 

  受取家賃 18 21 

  持分法による投資利益 25 19 

  その他 21 11 

  営業外収益合計 86 70 

営業外費用     

  支払利息 25 26 

  社債利息 5 3 

  保険解約損 6 0 

  その他 8 10 

  営業外費用合計 47 40 

経常利益 601 464 

特別利益     

  固定資産売却益 0 － 

  投資有価証券売却益 4 － 

  特別利益合計 4 － 

特別損失     

  固定資産除却損 0 0 

  その他 0 － 

  特別損失合計 0 0 

税金等調整前四半期純利益 606 463 

法人税等 215 116 

四半期純利益 391 347 

非支配株主に帰属する四半期純利益 － － 

親会社株主に帰属する四半期純利益 391 347 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

四半期純利益 391 347 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 △37 △17 

  繰延ヘッジ損益 2 △4 

  持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0 

  その他の包括利益合計 △34 △22 

四半期包括利益 356 325 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 356 325 

  非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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(３) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

                      (単位：百万円) 

                    前第２四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 606 463 

  減価償却費 107 101 

  のれん償却額 12 12 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △29 △17 

  賞与引当金の増減額（△は減少） 11 18 

  受取利息及び受取配当金 △19 △18 

  支払利息及び社債利息 31 29 

  持分法による投資損益（△は益） △25 △19 

  固定資産除売却損益（△は益） △0 0 

  売上債権の増減額（△は増加） 1,516 2,355 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △932 374 

  未収入金の増減額（△は増加） △85 13 

  未収消費税等の増減額（△は増加） △12 38 

  長期前払費用の増減額（△は増加） △41 3 

  仕入債務の増減額（△は減少） △839 △395 

  未払金の増減額（△は減少） △12 △20 

  未払消費税等の増減額（△は減少） △5 17 

  未成工事受入金の増減額（△は減少） 400 447 

  その他 △4 35 

  小計 677 3,440 

  利息及び配当金の受取額 26 24 

  利息の支払額 △31 △28 

  法人税等の支払額 △623 △335 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 49 3,102 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 △41 △88 

  有形固定資産の売却による収入 0 － 

  無形固定資産の取得による支出 △7 △0 

  投資有価証券の売却による収入 11 － 

  関係会社株式の取得による支出 － △659 

  保険積立金の積立による支出 △41 △64 

  保険積立金の払戻による収入 127 49 

  その他 4 10 

  投資活動によるキャッシュ・フロー 51 △753 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △3,474 △1,650 

  長期借入れによる収入 3,600 1,190 

  長期借入金の返済による支出 △501 △843 

  社債の償還による支出 △297 △237 

  自己株式の取得による支出 － △24 

  配当金の支払額 △86 △86 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △759 △1,651 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1 △0 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △659 696 

現金及び現金同等物の期首残高 3,374 3,059 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,715 ※  3,755 
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【注記事項】 

(会計方針の変更) 

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当該変更による当第２四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 
  

  

(追加情報) 

(繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。 

  
(業績連動型株式報酬制度) 

当社は、平成28年６月28日開催の第114期定時株主総会決議に基づき、当社取締役（社外取締役を除く。以下同

じ。）を対象に、当社の業績及び株式価値と取締役の報酬との連動性をより明確にし、取締役が株主の皆様と株

価上昇によるメリット及び株価下落リスクを共有することで、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献す

る意識を高めることを目的として、業績連動型株式報酬制度を導入しております。 

  

(１) 取引の概要 

本制度は、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」という。）が当社株式を取得

し、当社取締役会が定める株式交付規程に従って、その役位及び業績達成度（中期経営計画の連結純利益目標

達成率）に応じて付与されるポイントの数に相当する数の当社株式が、本信託を通じて各取締役に対して交付

されるという業績連動型の株式報酬制度であります。なお、取締役が当社株式の交付を受ける時期は、原則と

して取締役の退任時となります。 

  
(２) 信託に残存する自社の株式 

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当第２四半期連結会計期間24百万円、

49,100株であります。 

  
(３) 総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

該当事項はありません。 

  
(四半期連結貸借対照表関係) 

※ 受取手形裏書譲渡高及び電子記録債権割引高 
  

  

  

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日  至  平成28年９月30日) 

税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 
 

  前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成28年９月30日) 

受取手形裏書譲渡高 52百万円 63百万円 

電子記録債権割引高 ―  27  〃 
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(四半期連結損益計算書関係) 

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 
  

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。 
  

  

(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 
  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年９月30日) 
  

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日後

となるもの 

(注) 平成28年10月31日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する自社の株式に対す

る配当金０百万円が含まれております。 

  

 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年９月30日) 

給料及び手当 554百万円 579百万円 

賞与引当金繰入額 213  〃 200  〃 

退職給付費用 33  〃 29  〃 
 

  
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年９月30日) 

現金及び預金 2,715百万円 3,755百万円 

現金及び現金同等物 2,715百万円 3,755百万円 
 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 86百万円 ７円50銭 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年10月30日
取締役会 

普通株式 86百万円 ７円50銭 平成27年９月30日 平成27年12月３日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 86百万円 ７円50銭 平成28年３月31日 平成28年６月29日 利益剰余金 
 

決議 株式の種類 配当金の総額 
１株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成28年10月31日
取締役会 

普通株式 86百万円 ７円50銭 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

前第２四半期連結累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 
  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円) 

(注) 「プラント・設備工事関連」は、平成26年12月に旭テック株式会社の全株式を取得したことにより、前連結会

計年度より、報告セグメントに加えております。 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容 

(差異調整に関する事項) 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

  

報告セグメント 

合計 資源・金属
素材関連 

産機・建機
関連 

環境設備 
関連 

プラント 
・設備 
工事関連 

化成品 
関連 

不動産 
賃貸関連 

売上高              

外部顧客への売上高 5,194 3,387 555 1,406 3,318 88 13,949 

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

― 0 ― ― ― 60 60 

計 5,194 3,387 555 1,406 3,318 149 14,010 

セグメント利益 103 630 71 139 29 34 1,009 
 

  (単位：百万円) 

利益 金額 

報告セグメント計 1,009 

全社費用(注) △446 

四半期連結損益計算書の営業利益 562 
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当第２四半期連結累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年９月30日) 
  

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
(単位：百万円) 

  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容 

(差異調整に関する事項) 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金

額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第２四半期連結累計

期間10,400株であります。 

 

  

報告セグメント 

合計 資源・金属
素材関連 

産機・建機
関連 

環境設備 
関連 

プラント 
・設備 
工事関連 

化成品 
関連 

不動産 
賃貸関連 

売上高              

外部顧客への売上高 4,408 2,853 739 1,523 3,230 88 12,844 

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

― 0 ― ― ― 61 61 

計 4,408 2,853 739 1,523 3,230 150 12,906 

セグメント利益 
又は損失(△) 

△67 452 123 157 55 62 782 
 

  (単位：百万円) 

利益 金額 

報告セグメント計 782 

全社費用(注) △349 

四半期連結損益計算書の営業利益 433 
 

項目 
前第２四半期連結累計期間 
(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年９月30日) 

    １株当たり四半期純利益金額 34円19銭 30円44銭 

    (算定上の基礎)     

    親会社株主に帰属する四半期純利益金額(百万円) 391 347 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

    普通株式に係る親会社株主に帰属する 
四半期純利益金額(百万円) 

391 347 

    普通株式の期中平均株式数(株) 11,437,094 11,411,209 
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(重要な後発事象) 

固定資産の譲渡について 

当社の連結子会社ラサ・リアルエステート株式会社は、平成28年10月21日に取締役全員により、固定資産の売却

について決定し、平成28年10月31日付で不動産売買契約を締結いたしました。 

  

１．譲渡の理由 

遊休地の事業用資産への買替のため、以下の土地を譲渡することといたしました。 
  

２．譲渡資産の内容 

資産の種類     土地 

所在地       埼玉県飯能市大字双柳字丙新田 

現況        遊休土地 

譲渡価額      200百万円 

帳簿価額      23百万円 
  

３．譲渡先の概要 

譲渡先との守秘義務により名称等の公表は控えさせていただきます。なお、当社と譲渡先との間には、記載すべき

資本関係・人的関係・取引関係はなく、関連当事者にも該当しません。 
  

４．譲渡の日程 

取締役の決定    平成28年10月21日 

契約締結      平成28年10月31日 

物件引渡      平成29年３月31日(予定) 
  

５．損益に与える影響 

平成29年３月期第４四半期連結会計期間において、固定資産売却益（特別利益）160百万円を計上する予定でありま

す。 

(注) 売却益は、譲渡価額から帳簿価額と譲渡に伴う諸費用を控除した概算金額となります。 

  

２ 【その他】  
  

第115期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)中間配当については、平成28年10月31日開催の取締役会にお

いて、平成28年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

いたしました。 

 

  ① 中間配当による配当金の総額 86百万円 

  ② １株当たりの金額 ７円50銭 

  ③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成28年12月５日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 

  

― 19 ―





独立監査人の四半期レビュー報告書  

  

平成28年11月10日

ラサ商事株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  
  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているラサ商事株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ラサ商事株式会社及び連結子会社の平成28年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

強調事項 

重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社の連結子会社ラサ・リアルエステート株式会社は、平成

28年10月21日に取締役全員により、固定資産の売却について決定し、平成28年10月31日付で不動産売買契約を締結し

た。 

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

監査法人  大手門会計事務所 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    武    川    博    一    ㊞ 
 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士    中  村    尋  人  ㊞ 
 

  

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 





【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年11月11日 

【会社名】 ラサ商事株式会社  

【英訳名】 Rasa  Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長    井  村  周  一  

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役管理本部長兼経理部長    小  山  文  男  

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋蛎殻町一丁目11番５号  RASA日本橋ビルディング 

【縦覧に供する場所】 株式会社  東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

ラサ商事株式会社  大阪支店 

  (大阪市北区堂島一丁目２番５号  堂北ダイビル) 

ラサ商事株式会社  名古屋支店 

  (名古屋市中区錦一丁目11番20号  大永ビル) 
 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長井村周一及び当社最高財務責任者小山文男は、当社の第115期第２四半期（自 平成28年７月１

日 至 平成28年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認

いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 


